






具体的な整備内容シート（基礎案）
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●委員会等からの意見
継続実施は概ね適切である
切迫が指摘されている地震に関する対策であり、事業実施に際しては下記事項を検討する
必要がある。
・津波の大きさと影響範囲の予測とハザードマップの作成
・住民の安全な避難に有効な情報とその提供方法

●概要

○集中管理センターの整備（操作における迅速な体制確保）
地震の発生に対し、速やかに対応するため、常時監視・通報体制の確保が可能となる。
伝法、西島水門の閉鎖が遅れた場合には、甚大な被害を被ることになる。
集中管理センターで津波の状況に応じて遠隔操作により閉鎖操作を行うことができる。
大規模地震が発生した場合には、様々な情報が入り乱れ、対応が遅れることが予想される。
集中管理センターを設置し、地震ならびに津波に関する情報を集中させることによって、適正
な対応が可能となる。

●進捗状況報告
（淀川）
検討の結果、淀川においては津波が堤防を越えることはないが、高水敷きは浸水するため
河川利用者への警報のため津波警報装置を設置中。Ｈ１８年度完了予定。
○津波情報提供設備の整備
・設置計画に基づき４箇所の整備が完了
○集中管理センターの整備（淀川河川事務所内）
・西島、伝法水門の遠隔監視・操作に必要な設備の検討完了
○住民への津波に関する広報・学習の原案作成済
（猪名川）
南海・東南海地震が発生した際の、猪名川への津波来襲状況をシミュレーションした結果、
津波被害は高水敷浸水程度と算出された。

●今後の見通し等
（淀川）
大阪市においてハザードマップ公表予定（H18.3）
○津波情報提供設備の整備
・H17年度末までに４箇所追加整備予定
・運用マニュアルの策定予定（ H17年度内）
○集中管理センターの整備（淀川河川事務所内）
・ H17年度、集中管理に必要なセンター側設備の整備予定
・H18年度６月までに西島、伝法水門の遠隔監視・操作の整備予定
○住民への津波に関する広報・学習のパンフ作成予定










